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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　排ガスを吸気系に再循環せしめる排気再循環系を有する圧縮着火式の内燃機関において
、
　燃料を噴孔から略一定の噴射率にて微粒状で蒸発容易に噴射して筒内雰囲気中を貫通せ
しめ、噴射燃料の空間分布として、前記噴孔から噴射方向に離れるほど燃料と空気との混
合が進んでおり燃料が予混合気化した予混合領域に到る空間分布を与える燃料供給手段と
、
　該燃料供給手段から噴射された燃料が着火、燃焼する期間中において、燃焼領域が前記
予混合領域内に維持されるように前記内燃機関の筒内の酸素濃度を制御するとともに、着
火時期が燃料の噴射中であって、かつ、１回の燃料噴射における総噴射量に対する、燃料
の着火開始までに噴射される着火前噴射量の割合が予め設定した所定範囲内となるように
、噴射燃料の着火遅れ期間の長さを制御する燃焼制御を実行し、予混合領域の形成と燃焼
の進行を調整して、熱発生パターンが尖頭部分を有しない形状とする燃焼制御手段とを具
備せしめたことを特徴とする内燃機関。
【請求項２】
　請求項１記載の内燃機関において、前記燃料供給手段は、前記噴孔を、互いに近接する
複数の噴孔により噴孔群をなし、各噴孔群に属する噴孔の中心線が略同方向を向くように
形成した内燃機関。
【請求項３】
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　請求項１または２いずれか記載の内燃機関において、前記燃焼制御では、排気ガス再循
環量を制御することにより前記筒内の酸素濃度を制御する内燃機関。
【請求項４】
　請求項１ないし３いずれか記載の内燃機関において、前記燃焼制御では、燃料の噴射時
期、再循環排気ガス温度、シリンダ吸入ガス温度、圧縮比、過給圧力、噴射圧力のうち少
なくとも１つを制御することにより前記着火遅れ期間の長さを制御する内燃機関。
【請求項５】
　請求項１ないし４いずれか記載の内燃機関において、前記燃焼制御は、内燃機関の負荷
が低負荷域および高負荷域で挟まれた所定の負荷域で、かつ、内燃機関の回転数が高回転
数域を除く回転数域のとき実行する内燃機関。
【請求項６】
　請求項１ないし５いずれか記載の内燃機関において、前記燃焼制御は、燃料の総噴射量
に対する着火前噴射量割合の前記所定範囲が２５～５０％の範囲となるように、噴射燃料
の着火遅れ期間の長さを制御する内燃機関。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は圧縮着火式の内燃機関に関する。
【背景技術】
【０００２】
　圧縮着火式の内燃機関における燃焼は、インジェクタから噴射された液滴状の燃料が微
粒化、蒸発し、空気との混合により可燃混合気が形成されて、これが着火することにより
行われる。着火可能となるまでに噴射燃料が前記微粒化～可燃混合気形成というプロセス
を辿るため、着火が燃料噴射に対して遅れる着火遅れ期間が存在する。燃焼は、一般的に
、十分均一に燃料と空気が混合した状態で燃焼する予混合燃焼が最初に開始され、その後
、燃料と空気との混合速度に律速される拡散燃焼に切換わる。予混合燃焼となる初期燃焼
では前記のごとく燃料と空気との混合状態が均一で燃焼が急速であり、燃焼行程における
熱発生パターンは、燃焼初期に熱発生率が大きくはねあがる尖頭部分を有するものとなる
。
【０００３】
　ところで、近年の内燃機関においては、動力性能の向上だけではなく、排気エミッショ
ンの低減や静粛性の向上が重要視されており、要求はますます厳しくなっている。排気エ
ミッションを低減するための技術として、排ガスを吸気系に再循環させるＥＧＲがよく知
られている。前記予混合燃焼が急速な燃焼を誘引し筒内温度を上げる方向に作用すること
に鑑み、酸素濃度を下げることにより筒内温度の過昇を回避し、ＮＯxの低減を企図した
ものである。
【０００４】
　下記特許文献１には、ＥＧＲはＮＯxの低減が実現可能な技術であるが、酸素濃度の低
下が避けられないため、燃料と空気との混合状態が十分ではない拡散燃焼においてスモー
クが発生しやすいとの認識に基づき、ＥＧＲの実行時には燃料噴射時期を上死点（ＴＤＣ
）後まで遅らせて着火遅れ期間を長くし、スモークの発生を抑制することが提案されてい
る。この技術によれば、着火遅れ期間が常識を超えて大幅に長くなるようにすることで、
噴射し終えた燃料の全体が、着火に先立って前記予混合状態となるようにしている。
【０００５】
　燃料と空気との混合状態を改善するには、インジェクタの噴孔を多孔化して各噴孔の通
路断面積を小さくすることが有効であることが知られている（特許文献２等）。
【特許文献１】特許第２８６４８９６号公報
【特許文献２】特開２００１－１６５０１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
しかしながら、前記特許文献１に記載の技術は、噴射した燃料全体が予混合状態になるの
を待って着火が開始されるので多量の燃料が一気に燃焼し、熱発生率は一気にはね上がっ
て急激に減少する。熱発生パターンは全体に尖頭形状となる。このため、騒音が大きなも
のとなる。また、噴射初期に噴射された燃料が、長い着火遅れ期間中に拡散して混合気が
過薄になり、ＨＣやＣＯが発生するおそれがある。また、噴射時期の遅角化とともに着火
遅れ期間が常識を超えて大幅に長くなることで、効率への影響は回避することができず、
燃費が低下する。
【０００７】
　また、前記特許文献２に記載の技術は微粒化を促進するにとどまり、微粒化の促進によ
り着火遅れ期間を短くするが、前記特許文献１の技術に適用しても、結局、熱発生率が全
体に尖頭形状となる熱発生パターンは変わらず、ＮＯxやスモークの低減とともに、騒音
や燃費を改善することはできない。
【０００８】
　本発明は前記実情に鑑みなされたもので、ＮＯxなどの排気エミッションの低減ととも
に、騒音や燃費をも改善することのできる内燃機関を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１記載の発明では、排ガスを吸気系に再循環せしめる排気再循環系を有する圧縮
着火式の内燃機関において、
　燃料を噴孔から略一定の噴射率にて微粒状で蒸発容易に噴射して筒内雰囲気中を貫通せ
しめ、噴射燃料の空間分布として、前記噴孔から噴射方向に離れるほど燃料と空気との混
合が進んでおり燃料が予混合気化した予混合領域に到る空間分布を与える燃料供給手段と
、
　該燃料供給手段から噴射された燃料が着火、燃焼する期間中において、燃焼領域が前記
予混合領域内に維持されるように前記内燃機関の筒内の酸素濃度を制御するとともに、着
火時期が燃料の噴射中であって、かつ、１回の燃料噴射における総噴射量に対する、燃料
の着火開始までに噴射される着火前噴射量の割合が予め設定した所定範囲内となるように
、噴射燃料の着火遅れ期間の長さを制御する燃焼制御を実行し、予混合領域の形成と燃焼
の進行を調整して、熱発生パターンを尖頭部分を有しない形状とする燃焼制御手段とを具
備せしめる。
【００１０】
　噴射燃料の空間分布は、噴孔から噴射方向に離れるほど燃料と空気との混合が進んでお
り燃料が予混合気化した予混合領域に到る空間分布となっている。燃焼領域が前記予混合
領域となるように筒内の酸素濃度および着火遅れ期間の長さを制御することで、熱発生パ
ターンは尖頭部分を有しない形状となる。これにより、騒音が低くスモーク発生の抑制さ
れた燃焼を実現することができる。
【００１１】
　しかも、総噴射量に対する着火前噴射量の割合が予め設定した所定範囲内となっている
ので、着火遅れ期間の長さが、総噴射量が少量側ほど短くなる。したがって、総噴射量が
少量側ほど、着火時の予混合領域の規模も小さくなる。これに合わせて単位時間当たりの
燃焼量も小さくなり騒音も低くなる。総噴射量として少量しか要求されない状態は内燃機
関に対する静粛性の要求も高く、静粛性の要求に応じた燃焼が可能となる。
【００１２】
　請求項２記載の発明では、請求項１の発明の構成において、前記燃料供給手段は、前記
噴孔を、互いに近接する複数の噴孔により噴孔群をなし、各噴孔群に属する噴孔の中心線
が略同方向を向くように形成する。
【００１３】
　噴孔数が多くなるので，その分、噴孔の通路断面積は小さくなり、微粒化が促進する。
一方、各噴孔群では、互いに近接する噴孔が略同方向に向けて噴射されるので、十分な通
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路断面積をもった単一の噴孔のごとく、高い貫通力を発揮する。ノズル構造のみで簡単に
噴射燃料の微粒化と貫通力とを両立させることができる。
【００１４】
　請求項３記載の発明のように、前記筒内の酸素濃度は排気ガス再循環量を制御すること
により制御することができる。請求項４記載の発明のように、前記着火遅れ期間の長さは
燃料の噴射時期、再循環排気ガス温度、シリンダ吸入ガス温度、圧縮比、過給圧力、噴射
圧力のうち少なくとも１つを制御することにより制御することができる。
【００１５】
　請求項５記載の発明では、請求項１ないし４の発明の構成において、前記燃焼制御は、
内燃機関の負荷が低負荷域および高負荷域で挟まれた所定の負荷域で、かつ、内燃機関の
回転数が高回転数域を除く回転数域のとき実行するものとする。
【００１６】
　前記燃焼制御を実行する運転領域を前記燃焼制御による効果が十分に得られる領域に限
定することでより適正に前記燃焼制御の効果を得ることができる。
【００１７】
　請求項６記載の発明では、請求項１ないし５の発明の構成において、前記燃焼制御は、
燃料の総噴射量に対する着火前噴射量割合の前記所定範囲を２５～５０％とする。
【００１８】
　本発明の内燃機関において、具体的には、着火前噴射量割合を２５～５０％の範囲とす
ることで、騒音およびスモークの低減を両立させ、運転条件に応じた最適な燃焼制御を行
うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　図１に本発明の内燃機関の燃料制御装置を適用した圧縮着火式の内燃機関である、軽油
を燃料とするディーゼルエンジン（以下，適宜、単にエンジンという）の構成を示す。本
実施形態は例えば自動車に適用したものである。図例のエンジンは４気筒のもので、エン
ジン本体１の各気筒には、各気筒と連通する吸気マニホールド２１を下流端に配した吸気
系２により燃料との燃焼に供される空気が供給される。吸気量はスロットルバルブ２２の
開度に応じて与えられる。またエンジン本体１には吸排気バルブの開閉タイミングを調整
する可変バルブ機構１２が設けられている。
【００２０】
　各気筒に１対１に対応して燃料供給手段であるインジェクタ１１が設けてあり、開弁時
には燃料を噴射する。燃料は各気筒共通のコモンレール６３から供給される。コモンレー
ル６３内の燃料は、燃料タンク６１の低圧燃料を圧送する高圧サプライポンプを有する燃
料圧送装置６２により供給され、高圧に保持されている。コモンレール６３内の燃料の圧
力（以下、適宜、コモンレール圧力という）はインジェクタ１１の噴射圧力を規定してお
り、燃料圧送装置６２を制御することにより調整される。
【００２１】
　図２、図３にインジェクタ１１のノズル１１ａを示す。ノズル１１ａは、丸棒状のノズ
ルボディ８１の軸心に沿って穿成された縦穴８１１内にニードル８２が収容されたもので
、ニードル８２は縦孔８１の図中中央の拡径部分よりも上側部分で縦穴８１１内に摺動自
在に保持されている。前記縦穴８１１の拡径部分は、コモンレール６３からの高圧の燃料
が高圧通路８１２を介して導入される燃料溜り８１３としてあり、燃料はここからさらに
縦穴８１１の下端に達する。縦８１１の下端には、前記ニードル８２の先端８２１を受け
るシート８１１ａが形成されており、ニードル先端部分８２１がシート８１１ａからリフ
トすると燃料が噴孔８３１ａ，８３２ａ，８３３ａ，８３１ｂ，８３２ｂから噴射される
。ニードル８２は燃料溜り８１３位置に図中下向きの段面８２３を有し、該段面８２３に
は高圧燃料の燃料圧が図中上向きすなわちニードル８２のリフト方向に作用している。ニ
ードル８２を下向きに付勢する図示しない手段が、ニードル８２への下向きの付勢力を解
除することでニードル８２がリフトする。
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【００２２】
　噴孔８３１ａ～８３２ｂはノズルボディ８１の先端部分に多数形成されている。詳しく
は図３に示すように、例えば互いに近接し正三角形の頂点位置に形成された３つの噴孔が
１つの噴孔群８３ａ，８３ｂを形成している。噴孔群８３ａは噴孔８３１ａ，８３２ａ，
８３３ａにより、噴孔群８３ｂは噴孔８３１ｂ，８３２ｂにより形成される（噴孔群８３
ｂの残りの噴孔は図略）。各噴孔群では、これを構成する３つの噴孔によって１つの噴霧
が形成される。噴孔群は図示された噴孔群８３ａ，８３ｂの他にも設けられ、ノズルボデ
ィ８１の周方向に例えば６つ、等間隔に配置されている。各噴孔群では噴孔の中心線が互
いに噴孔の出口側に向けて略同方向を向くよう略平行に設定されている（噴孔群８３ｂ参
照）。また、各噴孔８３１ａ～８３２ｂの径は０．０５～０．１ｍｍ程度としてある。
【００２３】
　かかるノズル１１ａの構造により、噴孔８３１ａ～８３２ｂから噴射された燃料は噴孔
群８３ａ，８３ｂごとに略同じ方向に噴射され、１つの噴霧を形成するので、大きな通路
断面積で単一の噴孔のごとく高い貫通力を発揮する。一方、各噴孔８３１ａ～８３２ｂの
通路断面積は小さいので燃料の微粒化も促進される。
【００２４】
　噴射された燃料の燃焼後の排ガスは、上流で全気筒と連通する排気マニホールド３１や
、排ガス中の粒子状物質を捕集するトラップフィルタ３２などよりなる排気系３を経て外
気中に排出される。
【００２５】
　また、排気マニホールド３１へ排出された排気の廃熱を利用して強制的に吸気せしめる
ターボチャージャ４が付設されている。
【００２６】
　排気再循環系であるＥＧＲ系５が付設され、吸気系２と排気系３とを接続するＥＧＲ通
路５１により排ガスの一部が排気系３から吸気系２へと還流するようになっている。還流
する排ガス（以下、適宜、ＥＧＲガスという）の流量は、開度自在なＥＧＲバルブ５２に
より調整され、ＥＧＲ率が調整される。またＥＧＲガスは、ＥＧＲ通路５１の途中に設け
られたＥＧＲクーラ５３により、吸気系２に取り込まれる前に冷却するようになっている
。
【００２７】
　ＥＧＲクーラ５３はこれをバイパス通路５４により迂回可能である。ＥＧＲクーラ５３
よりも下流側でＥＧＲ通路５１とバイパス通路５４とが合流する合流部には切換えバルブ
５５が設けられており，ＥＧＲガスがＥＧＲクーラ５３を通過して吸気系２に還流するか
、ＥＧＲクーラ５３を迂回してＥＧＲクーラ５３を非通過にて吸気系２に還流するかを切
換えられるようになっている。
【００２８】
　吸気系２にはインタクーラ２３が付設されている。インタクーラ２３は、ターボチャー
ジャ４のコンプレッサとスロットルバルブ２２の間に設置されて、ターボチャージャ４に
よって過給された吸入空気を冷却するようになっている。インタクーラ２３は、これをバ
イパス通路２４により迂回可能である。インタクーラ２３の下流側にはバイパス通路２４
との合流部に、インタクーラ切換えバルブ２５が設けられており、吸入空気がインタクー
ラ２３を通過して吸気マニホールド２１に導入されるか、インタクーラ２３を迂回してバ
イパス通路２４から吸気マニホールド２１に導入されるかを切換えられるようになってい
る。
【００２９】
　ＥＣＵ７１は、燃料噴射の制御を、エンジン各部に設けられたセンサ類によって知られ
るエンジン運転状態に基づいて実行する。かかるセンサ類として、スロットルバルブ２２
の開度（以下、適宜、スロットル開度という）を検出するスロットルポジションセンサ７
２、排ガスの酸素濃度を検出するＡ／Ｆセンサ７３が設けられる。また、コモンレール６
３にはコモンレール圧力を検出する圧力センサ７４が設けてある。エンジン回転数を検出
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する回転数センサ７５、アクセル開度を検出するアクセル開度センサ７６が設けてある。
その他にも図示はしないが、ディーゼルエンジンとして一般的なセンサ類を備えているの
は勿論である。
【００３０】
　ＥＣＵ７１は各種の信号処理回路や演算回路からなり、例えばマイクロコンピュータを
中心に構成される。
【００３１】
　また、ＥＣＵ７１は、検出されたスロットル開度を運転者のトルク要求として燃料の噴
射量の指令値を設定する。そして、インジェクタ１１を制御し、所定の時期に所定期間開
弁して、燃料を噴射する。また、検出されたコモンレール圧力が目標圧になるように前記
燃料圧送装置６２を制御する。また、運転状態に応じてＥＧＲバルブ５２、切換えバルブ
５５、インタクーラ切換えバルブ２５、可変バルブタイミング機構１２などを制御する。
【００３２】
　次に、本発明の特徴部分である、燃焼制御手段としてのＥＣＵ７１で実行される燃焼制
御について説明する。なお、この制御は、所定の運転領域で選択的に実行される。所定の
運転領域については後述する。
【００３３】
　第１に筒内の酸素濃度をＥＧＲ率の制御により設定する。図４にＥＧＲ率に対するＮＯ
x、スモーク、騒音の特性を示す。ＥＧＲ率が高いほどＮＯxが低減する。これはＥＧＲ率
が高いほど酸素濃度が低く、着火後の燃焼領域における燃焼が過剰に活発化するのが回避
され、燃焼温度の過昇が抑制されるためである。また、燃焼が過剰に活発化されるのが回
避されることで騒音も抑制される。一方、ＥＧＲ率が高いほど燃焼領域における酸素の不
足傾向が強まり、スモークは悪化する。そこで、ＥＧＲ率は、トレードオフの関係にある
ＮＯxおよび騒音と、スモークとを考慮して設定することになる。また、ＥＧＲ率の値は
さらに他の条件に基づき設定され、本発明の特徴部分の一部をなすが、これについては後
述する。ＥＧＲ率は例えば３５％とする。
【００３４】
　第２に着火遅れ期間の長さを噴射時期の制御などにより以下のように設定する。着火遅
れ期間の長さは、着火時期が上死点後で、燃料の総噴射量に対する着火前噴射量の比率（
着火前噴射量／総噴射量）が所定範囲内となるように、設定する。所定範囲は例えば２５
～５０％である。着火前噴射量および総噴射量は以下のように定義される。図５に示すよ
うに、インジェクタの開弁制御信号である噴射パルスが１回出力されると噴射率が台形状
に与えられる。そして、熱発生率の経時プロファイル（熱発生パターン）が制御条件など
に応じて種々の形状に与えられる。着火前噴射量は、噴射開始から熱発生率が立ち上がる
着火時までに噴射された燃料の量である。総噴射量は、１回の噴射パルスに対して噴射さ
れる燃料の総量である。
【００３５】
　さて、着火遅れ期間の長さは、主に筒内温度および筒内圧力に依存し、筒内温度が高く
なること、および、筒内圧力が高くなることは、着火遅れ期間の長さを短くする方向に作
用する。そこで、着火遅れ期間の長さは筒内温度を左右する噴射時期、シリンダ吸入ガス
温度、ＥＧＲガス温度、圧縮比、筒内圧力を左右する過給圧力、および噴射圧力のうち少
なくとも１つを制御することにより設定する。図６は、噴射時期に対するＮＯx、スモー
ク、騒音の特性を示す。噴射時期に対する着火時期の特性は、一般的に、着火遅れ期間の
長さが最小値を示す角度が上死点前にあって、当該角度から進角または遅角するほど着火
遅れ期間の長さは大きくなる、というものである。着火遅れ期間の長さが最小値をとると
き着火開始は上死点付近になる。そして熱発生率は、噴射時期が上死点前では初期燃焼の
ピークが高く、着火遅れ期間の長さが最小値をとる角度付近から初期燃焼のピークがなま
り、台形状のパターンへと移行する。
【００３６】
　噴射時期が、着火遅れ期間の長さが最小となる角度のときにはスモークが最も悪化し、
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その角度から進角または遅角するほど、スモークは改善される。したがって、噴射時期は
、着火時期が上死点後で、着火遅れ期間の長さが前記所定範囲内となるように設定する。
【００３７】
　着火遅れ期間の長さを調整するパラメータとしては、前記噴射時期のほか、ＥＧＲガス
温度、シリンダ吸入ガス温度、圧縮比、過給圧力、噴射圧力がある。ＥＧＲガス温度に関
しては、本内燃機関では切換えバルブ５５をバイパス通路５４側にしてＥＧＲガスがＥＧ
Ｒクーラ５３を非通過とし、ＥＧＲガスを、殆ど温度低下を伴わないまま筒内に供給する
ことが可能となる。これは、例えば冷間時や低負荷時で排ガス温度が低いときにも、ＥＧ
Ｒガスの温度が低くなりすぎないようにする作用を奏する。
【００３８】
　シリンダ吸入ガス温度は、ＥＧＲガスと新気ガスの合流後、吸気マニホールド２１から
各シリンダ内へ吸入されるガスの温度である。着火遅れ期間制御には、スロットルバルブ
２２を通過した新気と、ＥＧＲ通路５１からのＥＧＲガスが混合した後のガス温度が直接
影響するので、着火遅れ期間の長さを制御するためのパラメータとして、シリンダ吸入ガ
ス温度を制御する。シリンダ吸入ガス温度は、新気温度とＥＧＲガス温度によって制御す
る。新気温度とＥＧＲガス温度は、それぞれバイパス通路２４、５４の切換えバルブ２５
、５５を切換えることによって制御することができる。
【００３９】
　また、圧縮比は吸気弁の閉弁時期により制御する。圧縮比を高くするほど筒内温度は高
くなる。
【００４０】
　筒内圧力は、ターボチャージャ４の過給圧力を制御する。過給圧力が高いほど筒内圧力
は高くなる。噴射圧力については、コモンレール圧力が目標圧になるように前記燃料圧送
装置６２を制御し、噴射圧力を調整する。
【００４１】
　なお、低酸素濃度場とすることが、着火遅れ期間の長さを長くする方向に作用するが、
噴射圧力を高くすることで着火遅れ期間の長さを前記着火前噴射量／総噴射量の比率が所
定範囲内となるように調整することができる。噴射圧力を高くするほど燃料の微粒化が促
進されて、予混合気形成を促進するからである。
【００４２】
　次に、かかる筒内酸素濃度および着火遅れ期間の制御のもとにおけるインジェクタ１１
からの燃料の噴射態様について説明する。図７は時系列をおって燃料の噴射の様子を示す
ものである。噴射初期の噴霧は液滴群として存在しているが、噴孔から離れていく過程に
おいて、微粒化、蒸発が進行するとともに空気と混合する。そして燃料と空気とが均一化
し、予混合気形成が進む。インジェクタ１１のノズル構造は前記のごとく燃料の微粒化と
ともに貫通力を損なわない構造となっており、各噴孔群８３ａ，８３ｂごとに、その噴孔
８３１ａ～８３３ａ、噴孔８３１ｂ，８３２ｂの中心線に略沿った方向に、噴射燃料が全
体的には移動していくことになる。燃料の噴霧の貫通力が十分であるから、燃料と空気と
の混合状態は、噴孔８３１ａ～８３２ｂから離れるほど均一なものとなる傾向が明瞭に現
れる。しかも、微粒化を損なわないので、燃焼室の噴孔～８３３ａとの対向室壁面に噴射
燃料が到達する前に予混合気化せしめることができる。
【００４３】
　噴射燃料を対向する燃焼室壁面に到達する前に予混合気化するためには、図８に示すよ
うに、着火遅れ期間中に形成される噴霧の先端が燃焼室壁面との間に距離Ｄを有している
必要がある。好ましくは、着火遅れ期間中に形成される噴霧の先端と燃焼室壁面の距離Ｄ
を所定範囲に設定する。所定範囲とは、
  Ｌ１：ノズル噴孔からから噴霧先端までの長さ
  Ｌ２：ノズル噴孔から燃焼室壁面までの長さ
　Ｄ＝Ｌ２－Ｌ１
とした時に、例えば、下記式で規定される範囲とする。
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　０＜Ｄ≦Ｌ１ｘ０．２
【００４４】
　ここで、前記ＥＧＲ率の調整による酸素濃度の制御で、燃焼領域の規模が調整可能であ
るから、燃焼領域が、混合状態が十分でない領域まで広がらないように、予混合領域とな
るようにすることができる。さらに、着火遅れ期間の制御により、燃焼の進行速度が調整
可能であるから、新たに予混合気が形成されていく速度と、燃焼が進行していく速度とを
揃えることができる。すると、燃料噴霧の先端部分に予混合気化した燃料が順次、供給さ
れ、一定の熱発生率を得ることができる。図７はかかる状態を示している。これにより、
一定の規模の予混合領域が順次、予混合燃焼して、熱発生率が一定で推移して台形状の熱
発生パターンが得られる。しかして、ＮＯxおよび騒音と、スモークの低減とを両立させ
ることができる。前掲図４および図６には、ＥＧＲ率および噴射時期が本発明の作用を得
られる領域のときには台形状の熱発生パターンとなり、これを外れると、初期燃焼時に大
きな尖頭部分を有する熱発生パターンや、全体に尖頭形状となる熱発生パターンとなるこ
とを併せて示している。
【００４５】
　ここで、ノズル１１ａの噴孔８３１ａ～８３２ｂから燃焼領域までの距離は、前記着火
遅れ期間の長さに依存するが、ノズル１１ａの貫通力にも依存する。そして、この貫通力
は燃料の噴射圧に依存し、噴射圧はコモンレール圧力を調整することで増減できる。した
がって、熱発生率を一定にするとともに、予混合気化した燃料が順次燃焼に供されるよう
にすべく、コモンレール圧力を設定する。
【００４６】
  また、予混合領域形成過程において空気流動により隣り合う噴霧間で干渉が発生すると
、均一な予混合気が形成できず、燃焼量が増えることにより、熱発生率が台形状にならず
、燃焼領域が、混合状態が十分でない領域まで広がってしまうためスモークが悪化する。
このため、低スワール化により、隣り合う噴霧間が干渉するのを防ぐのがよい。スワール
比は、好ましくは０．５～２．５とする。
【００４７】
  本発明は、噴射された燃料が拡散し予混合領域のみが燃焼することを特徴としているが
、ある一噴孔群から噴射された噴霧が隣り合う他の一噴孔群から噴射された噴霧と干渉す
ると、前記燃焼形態が成立せず燃焼量増加によりスモークと騒音が悪化するおそれがある
。そこで、前記噴霧間同士の干渉を防ぐために、一噴孔群当たりのシリンダ容積（シリン
ダ容積／噴孔群数）に対する、一噴孔群から噴射される単位時間当たりの燃料量の割合を
指標として、これを所定範囲に設定する。所定範囲とは、例えば、５以下である。
（一噴孔群から噴射される単位時間当たりの燃料量）／｛（シリンダ容積／噴孔群数）｝
　図９に示すように、上記指標が所定範囲となるように設定することで、熱発生率が台形
状になり、スモークおよび騒音を低減することができる。
【００４８】
　前記特許文献１に記載された技術では噴射終了後に着火するので予混合気領域のきわめ
て大きなものになり、熱発生が高く、騒音が大きくなる。これに対して本発明では、順次
、燃焼が一定の割合で進行していくものであるから、騒音は低いレベルに抑制される。し
かも、燃焼する燃料が予混合気化しているので、スモークが発生することもない。
【００４９】
　また、前記特許文献１に記載された従来技術では、噴射初期に噴射された燃料が、長い
着火遅れ期間中に拡散して混合気が過薄になり、ＨＣやＣＯが発生するおそれがある。こ
れに対して本発明では、先に噴射されて予混合気化したものから順次、燃焼していくから
、過薄な混合気領域が形成されるのが回避される。これにより、ＨＣやＣＯを抑制するこ
とができる。
【００５０】
　ところで、着火遅れ期間の長さを、図１０に示すように、着火前噴射量／総噴射量の比
率が所定範囲になるようにしている。図中の従来技術とは、前記特許文献１に記載の技術
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である。着火遅れ期間の長さが短い、すなわち、着火前噴射量／総噴射量の比率が小さい
と、予混合領域が小さく、燃料と筒内ガスとの混合が十分にできていない状態で着火し、
着火後の噴射量が多い。このために筒内温度が上昇し、焼領域が燃料とガスとの混合状態
が十分でない領域まで広がるためにスモークが発生する。また、着火遅れ期間の長さが長
い、着火前噴射量／総噴射量の比率が大きいと予混合気領域が大きくなり熱発生が高く、
騒音が大きくなる。そこで、着火遅れ期間の長さは、トレードオフ関係にあるスモークと
騒音を考慮して所定範囲に設定することになる。
【００５１】
  また、着火遅れ期間の長さを噴射量／総噴射量の比率で規定することで、前記着火前噴
射量／総噴射量の比率の所定範囲に対応する着火遅れ期間の長さの範囲は、相対的に総噴
射量の大きな運転領域では時間が長い側にシフトし、総噴射量の小さな運転領域では時間
が短い側にシフトすることになる。これは総噴射量の大きな運転領域では着火開始時の予
混合領域の規模が大きくなる方向に作用し、総噴射量の小さな運転領域では着火開始時の
予混合領域の規模が小さくなる方向に作用することを意味する。すなわち、総噴射量の大
きな運転領域では熱発生率が高く、総噴射量の小さな運転領域では熱発生率が低くなるよ
うにする。これにより、総噴射量が少量になるほど熱発生率が低くなり、より騒音が小さ
くなる特性を与えることができる。総噴射量が少量であるほどより高い静粛性が要求され
るから、要求される静粛性に応じた騒音低減効果を得ることができる。
【００５２】
　なお、前記着火前噴射量／総噴射量の比率のとるべき所定範囲を、具体的な数字として
０．２５～０．５を示しているが、内燃機関の構成などによって異なることは勿論である
。例えば、インジェクタの燃料噴射特性（微粒化、貫通力）が向上すれば、より短時間で
予混合気が形成されるので、前記所定範囲は小さな値の側に移行することになる。
【００５３】
　さて、かかる制御は前記のごとく所定の運転領域になると実行されるものであるが、こ
の所定領域について説明する。図１１に本制御に切換えられる運転領域を示す。本制御は
、中負荷域で実行され、高負荷域および低負荷域では実行されない。また、回転数では所
定の上限回転数を超えると本制御は適用されない。エンジン回転数が高いと、筒内温度が
高くなって、着火時期が早まる方向に作用するので、着火前噴射量／総噴射量の比率を所
定範囲内にすることが困難だからである。また、負荷が低いと、筒内温度が低く、また総
噴射量が少量であるために高負荷域では新気の要求が高く、ＥＧＲ率自体が低く設定され
るようになるので、ＥＧＲによる弊害を解消する本発明を適用する必要に乏しいためであ
る。
【００５４】
　本発明の運転域の中で筒内温度が高い条件では、例えば、経時劣化などで噴霧の微粒化
度合いが悪くなると、燃焼領域が予混合領域から噴霧上流の微粒化領域の方向に拡大し予
混合が不十分な領域の噴霧の燃焼によりスモークが発生しやすくなる傾向がある。そこで
、噴霧の微粒化度合いが悪くなった場合には、後噴射と組合わせ、後噴射による燃料が燃
焼室内で燃焼することによりスモークを燃焼せしめて、筒内温度が高い条件においても確
実にスモークの発生を抑制することができる。
【００５５】
　なお、本発明により実現できる熱発生パターンは，図１２に示すように、台形状のほか
、わんを伏せたわん形状や、初期燃焼の尖頭部分が小さい形状（初期ピーク圧縮形状）な
ど、実質的に尖頭部分を有しない形状があり、必ずしも台形状にかぎられるものではない
。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の内燃機関の構成図である。
【図２】前記内燃機関を構成するインジェクタのノズルの断面図である。
【図３】前記ノズルの要部の一部断面側面図である。
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【図４】前記本発明の内燃機関で実行される制御内容を説明する内燃機関の特性を示す第
１のグラフである。
【図５】前記本発明の内燃機関の燃料噴射を説明するタイミングチャートである。
【図６】前記本発明の内燃機関で実行される制御内容を説明する内燃機関の特性を示す第
２のグラフである。
【図７】前記本発明の内燃機関の燃料噴射を説明する図である。
【図８】前記本発明の内燃機関の燃料噴霧制御を説明する図である。
【図９】前記本発明の内燃機関における一噴孔からの燃料噴射量制御を説明する図である
。
【図１０】前記本発明の内燃機関で実行される制御内容を説明する内燃機関の特性を示す
第３のグラフである。
【図１１】前記本発明の内燃機関で実行される制御内容を説明する運転域のグラフである
。
【図１２】前記本発明の内燃機関で実行される制御内容の変形例を説明する図である。
【符号の説明】
【００５７】
　１　エンジン本体
　１１　インジェクタ（燃料供給手段）
　１１ａ　ノズル
　２　吸気系
　３　排気系
　４　ターボチャージャ
　５　ＥＧＲ系
　６３　コモンレール
　７１　ＥＣＵ（燃焼制御手段）
　８３ａ，８３ｂ　噴孔群
　８３１ａ，８３２ａ，８３３ａ，８３１ｂ，８３２ｂ　噴孔
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図１１】

【図１２】
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